
昭和40年ほわが国の原子力開発10周年にあたる年であり,また

一つの転機を与える年でもあった｡国際原子力機関(IAEA)iF次総

会ほ初めて本部所在地ウィーン以外の地,東京で開催され,来11し

た各国の代表者からそれぞれの国の原子力開発政策が紹介されると

ともに原子力発電の経済性達成を強調され,わが国の政策に大きな

示唆が与えられた｡

一方わが国の原子力発電も｢1木原子プJ研究所の動力試験炉

(JPDR)にて昭和38年秋成功したが,本格的商用発電の日本原子力

発電株式会社東海発電所(コールダホール形)は昭和35年2月以来

5年ぶりに完成,12月から営業運転にはいる予定となっている｡ま

た同社の福井県敦賀市に建設される2号炉はアメリカGE社の沸騰

水形原子炉(BWR)に9月未内定した｡この発電所は電気出力325,000

kWで昭和叫年完成運転開始の予定となっている｡さらに関西電

力株式会社,東京電力株式会社,中部電力株式会社もそれぞれ昭和

41～42年度に300MW級原子力発電所建設計画を明らかにしてお

り,わが国の原子力発電計画も軌道にのり,実用期にはいってきた｡

また,核燃料資源の有効利用を目的とした新形転換炉,高速増殖

炉に閲し,わが国としての開発計画も具体的検討に着手された｡

さらに原子力第1船の建造のための開発研究用遮へい研究炉

(JRR-4)ほ完成し,材料開発用材料試験炉(JMTR)建設も順調に進

められており,わが国の研究施設も着々と整備されてきている｡

このようなわが国の原子力開発の流れの中にあって,日立製作所

の残した事業をふり返ってみる｡まず,製造部門では日立製作所が

総合技術をもとにして設計,製作を一社で引受けて進めていた日本

原子力研究所の遮へい研究用スイミングプール形原子炉(JRR-4)は

昭和40年1月28日臨界に達し,引きつづき研究所で核的特性試験

が行なわれている｡今後同炉は材料試験炉臨界実験や,原子力船遊

へい実験に使用されることになっている｡また原子力開発関係者が

叩くから設置を要望していた材料試験炉(JMTR)も原子力五社が連

帯責任をもって共同受注することで契約が締結され,日立製作所ほ

炉心 制御棒,同駆動装置,プロセス計装などを担当し,43年9月

未完成目標で受注分抑こ妃こじ作業を進めている｡

アメリカGE社が建設する日本原子力発電株式会社敦賀発電所

は,日立製作所が従契約者としてGE社に協力して計画を進めてお

り,将来の動力炉国産化のための貴重な経験を積み重ねることにな

った｡

一方,研究部門では,原子力の基礎理論から応用工学にいたる広

範な分野での研究開発が,研究所と関係工場の密接な鼠力体制のも

とで積極的に進められた｡原了･力発電所の設計上の問題解明のほ

か,とくに原子力発電プラントの安全に関する研究,すなわち事故

時の安全性確保のための物理的,工学的基礎研究から安全施設機器

の開発,特性試験にいたる総合的研究が行なわれ安全性評価に関す

る大きな成果を得た｡また将来のより経済的な原子力発電を達成す

るために,核過熱形原子炉の開発研究や,高速増殖炉の基礎的研究

が進められた｡

これらの研究のうち次のものについてほ昭和40年度の政府の原

子力平和利用研究委託費および補助金を受けた｡

｢軽水冷却形原子炉冷却材喪失事故晰･こおける安全防護施設の有

効性評価に関する試験研究+

｢核過熱形発電用原子炉の解析に関する研究+

｢液体金属ナトリウム用枚械式ポンプに関する試験研究+

｢軽水冷却形動力炉用薄肉燃料棒被覆管の溶接に関する試験研究+

｢二酸化ウラン照射に関する試験研究+

一17-
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■J八丁R基本設計の完成

JMTR(日本原子力研究所納材料試験用原子炉一熱出力50MW)

ほ･原子力5大メーカーで共同受注することになったが,それに先

だち日立製作所および日本原子力事業株式会社の2社で基本設計を

行なった｡

JMTR設計上の特長は,材料試験用のため非常に高い中性子束が

必要なこと,炉心部および周辺に数多くの照射設臨(ループ,シュ

ラウド･ラビット,キヤプセル)がそう入されていることである｡

このために･炉心部ほ出力密度が著しく高いこと,ガンマ加熱が大

きいこと,内蔵反応度が大きいこと,燃焼に伴う反応度変化が著し

いこと,炉心構成が複雑であることなど,従来の実験岡原子炉,さ

らには動力用原子炉よりも設計上過酷な条件をもっている｡

基本設計に当たってほ,燃料要素および制御要素の伝熱･流量分

布･燃料板振軌制御要素の機能,制御要素駆動機構に関する実験

研究および大形電子計算機による2次元,3次元の炉の詳宗附算な

どが行なわれた｡図】に原子炉本体を示す｡

この基本設計は,JMTR詳細設計の基礎となるとともに,将来の

高性能実験炉および試験炉,動力用原子炉への広範囲な応用が期待

される｡

■ 原子炉圧力容器設計技術の開発

(1)設計コードの開発

原子炉圧力容器の設計については,ASME規格Sect.Ⅲも発行

され,厳密な応力解析が要求される｡これに対処して正確な設計

を短期間に行なえるよう多数の設計コードを作製している｡

まずフランジについては,すでに原研納沸騰水形動力試験炉(以

下JPDR)の応力解析にもコードが用いられたが,現在はさらに改

良を加えたものが完成している.｡このコードの特長は,上下フラ

ンジを一緒に組み合わせて解析し,ハブ部の応九 ボルト締付力

による応九 熱応力などが正確に計算できることである｡

球殻についたノズル用のコードほJPDRの設計時に完成してい

たが,その後コードに用いた近似理論の妥当性,非対称荷重によ

る応力についても検討が加えられた｡円筒殻についたノズルの応

力解析については,機械学会の圧力容器設計基準分科会(PV分

科会)の理論グループの一員としてコードを作製中である｡東大

山本教授の理論を用いているが,ユニークなものとしてその結果

は内外から注目されよう｡

支持スカートについては,軸対称荷重,非軸対称荷卦こ対する

設計コードを作製し,実験値との比較検討も満足すべきものであ

った｡さらに,二次元および三次元の温度分布計算コード,板厚

の異なる部材接合部,円すい形炉心サポート,ドライウニル容

器の応力解析用コード,各種耐震設計用コードなども完成して

いる｡

(2)圧力容器材料の研究

原子炉圧力容器用の材料に関しては,放射線損傷,溶接性,熱

処理などの各因子について,必要な研究開発が進行中であるが,

現在は水冷却形炉に対する高張力鋼板,鍛造材およぴその溶接部

に重点が置かれている｡製作完了した容器が十分な切欠じん性を

有するためには,材料をいかに管理すべきかが一つの大きな課題

である0実験結果によれば,落重試験によるNDT温度に対する

GE社の要求は,適切な熱処理を行なうことによって十分に満足

できることが明らかになり,国産材料でも安全な容器が製作でき

るという自信を得た｡

A一′A断面囲
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囲1JMTR 原子炉本体
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(‾3)応力解析実験

日立研究所においては,ノズル,フランジなどを中心にして,

光弾性実験,鋼製モデ′レ容器による実験を行ない多数のデータが

集積さjtている‥現在はこれらのデータを整理して理論値と比較

検討することが中心になっているが,その結果によってほさらに

必要な実験を追加することになろう｡熱疲労,低サイクル疲労に

ついても基礎的な研究が重ねられている｡最近の実験としては

PV分科会の委託研究としてスカートの応力解析が行なわれ(図

り,地震時の応力など設計に必要な各種データを得ることができ

-18叫

た｡中央研究所においては,

大形振動台により配管,原子

炉圧力容器などの振動応答解

析を行なってきたが,現在は

ドライウエル容器などの薄肉

殻に対する振動実験研究が進

行中である｡

図1 支持スカートの

応力解析

軒l
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■ +PDRテストアセンブリNo.1用

燃料棒の完成

JPDR炉はアメリカGE社によって建設され,昭和38年8月より

日本原子力研究所で稼動している沸騰水形動力試験炉である｡現在

この炉を改良し熱出力を倍増するJPDR-ⅠⅠプロジェクトなる計画

がたてられ,計画の一環として燃料の国産化が原研を中心として進

められている｡テストアセンブリNo.1はこの計画の第1番目の具

体化で,現用のGE製と同一仕様の国産燃料棒を製作し,JPDRで実

用試験を行なわんとするもつである｡本燃料棒ほ少量ではあるが国

産最初の動力炉用燃料であ･∴各部の仕様もきわめて厳格であった｡.

日立研究所においてはすでに長期間この種燃料を開発したので,

その成果を発揮して昭和40年1月から3月にかけて製作し,予定ど

おり3月末原研に納入しナニ‥.囲1に完成した燃料棒とUO2ペレッ

トとを示す｡

2.6%濃縮のUO2ペン､ニ▼∴ま直径12.50±0.025mm,長さ19Illm

以上の寸法で寸法精度がきびし∴ 表面あらさ3-S以下で,1,700℃

に加熱した場合の揮発分が0.08cc./g以下という要求であったが,韓

殊な成型加工技術によりこの要求を十分満足するペレットを完成し

た｡また被覆は内径12.62mm,向厚0.76mmなる寸法のジルカロ

イー2管が用いられた｡燃料棒の製作でほ端栓溶接の健全性および

端栓の取付角度を15分とし､う公差内に納めることなどに苦心ほぉ

ったが,独自のプロダラエ制御による溶接施行法を適用したことに

より良好な成績で32本の燃料棒を完咲した｡

力 19

5右ヒ(東京芝浦電気株式会社,三菱原子力株式会社,住友電工株

式会社,古河電工株式会社,日立製作所)製の国産燃料棒はGE社

製燃料棒とともに72本よりなる燃料要素2組に組み立てられ昭和

40年9月9†-‾りPDR炉にそう入され実用試験が実施されている｡

団1JPDRテストアセンブリNo.1燃料棒およびペレット

l U02燃料から漏出する核分裂生成物

の挙動

原子炉でUO2燃料の燃焼しているとき,ガスまたは水の冷却材の

中で核分裂生成物がどのように振舞うかをしらべる実験的研究が行

なわれている｡この研究は動力炉用燃料要素の設計資料を提供する

こと,および原子炉の安全性を確保するための必要な措置の検討に

目標が置かれている｡

実験の一つは低圧貫流形ヘリウム･ノンープによるUO2燃料の照射

実験であり,照射実験中UO2燃料からヘリウム気流中に漏出する核

分裂生成ガスを連続的に測定している｡核分裂生成ガスは燃料要素

被覆管の内部に蓄積して内圧を高め,被覆管の破損をもたらす｡ま

た,被覆管外に核分裂生成ガスが漏れると炉施設周辺にひろがり,

放射能災害を引き起こすことが考えられる｡この実験で核分裂生成

ガスのUO2燃料からの漏出の様子が明らかにされつつあり,内外の

注目を集めている｡

別の実験は照射中に水中に漏出する核分裂生成物の問歌的な測定

実験である｡まだ実験は緒についたばかりであるが,水中に漏出し

たSr91,Zr97,I131,I188,I134,I135,Ba140,La140,Ce143などを検出し,

照射中および照射後の各核種ごとの水中放射能の変化が調べられて

いる｡この方面の系統的な研究論文で公表されたものは見あたら

ず,軽水動力炉の安全性の検討に有用なデータを提供する点で,今

後の進展が期待されている｡

図2 UO2燃料から水

中に,反跳で漏出し

た核分裂生成I134の

水中放射能
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■ 京都大学原子炉(KUR)プラグ

ハンドラの完成

さきに京都大学原子炉実験所に納入した研究用原子炉(KUR)に

ほ実験孔として放射孔4本,照射孔4本,貫流孔1本があり,それ

ぞれ直径,長さが違っている｡これらの実験孔は原子炉の外壁から

炉心部に達しておJ),その孔の中にはふだんは遮へいプラグをそう

入して外部の放射線量を許容値以下にするようにしているが,この

プラグは中性子に照射されて誘導放射能を有するようになるので,

その取扱いはめんどうで,次のような点が問題になる｡

(1)取扱い,持運びは遮へいして行なわなければならないので

ハンドラには遮へいキャスクを設けなければならない｡

(2)キャスク内へのプラグの収納および実験孔へのそう入ほ遮

へいキャスクの外部から遠隔でまた古道転で行なわなければなら

ない｡

(3)プラグノ､ンドラはかなり大規模の装置になるので,1テナの

ハンドラで種々の高さ,直径および長さのプラグの取扱いが可能

でなければならない｡

(4)プラグとスリーブの間のすき間が2～3mmしかないので,

スリーブの中心とキャスクの中心が精度よく合い,またその中心

線の方向が一致しなければならない.｡

これらの点からキャスクほ形状をなるべく小さくするために鉛を

使用して遮へい厚みを200皿mとし,直径740mm,長さ3,200mm

の鋼板で被覆した鉛製の筒とし,前面にほシャッタを設け,プラグ

を収納した後シャッタを閉じれば持ち運び中にも放射線が外部に漏

れないようになる｡

このキャスクの巾にほプラグのつかみ装置が納められ,ハンドラ

の後部からネジによってつかみ,解除および前後進の動作を行なわ

し～ちている｡

評 論 第48巻 第1号

このキ17スクを実験孔の仕掛こ合わせるために台車を設けてこれ

にキャスクを油圧シリンダによってつり下げ,台車の車輪によって

前後進,油圧シリンダによってキャスクの上‾‾F▲動,さらにネジによ

って左右およびねじり動作を行なわしめている｡またプラグの直径

の異なるものについては,その都度キャスク内に寸法の異なるレー

′ンをそう入し,どの実験孔でもスリーブの中心とキャスクの中心を

合わせて操作するようになっているこ

この心合せを正確に行なうためにキャスク上に2台のトランシッ

トを固左し,原子炉炉壁とその反対側の炉董壁面にあらかじめ設け

たマークにトランシットの中心が合うように調整すればよいように

してある｡

このプラグハンドラによる取扱いほ従来のものと比べてかなり簡

単化されており,比較的容揚に取り扱うことができる｡原子炉には

この種ハンドラ煩は必需品であi),今後の需要も期待される｡

図1 KUR プラグハンドラ

l 材料試験炉(+八丁R)キャンド形

制御棒馬区動横構の開発

制御棒を原子炉圧力容器外の駆動装置により駆動する場合,圧力

容器を貫通する軸封部からの漏えいが常に問題となるので,今回口

木原子力研究所に設置される材料試験炉(JMTR)用として軸封溺の

ない無漏えいのキャンド形制御棒駆動供偶の開発を行なった｡

JMTR制御棒駆動装置ほ圧力容器の下部に取り付けられ,微調整

棒と粗調整安全棒を一つの駆動枚構で兼用させるもので,ストロー

クは800mm,駆動速度は粗調整安全棒としては200mm/min,微

調整棒としては最高2,000mm/minで可変速度が要求される｡また

材料試験炉の特長としてスクラムに対してかなりきびしい条件が付

され,切離し遅れ時間が40ms以下,落下加速度が1G以上が要求

されている｡

本試作品では駆動源としてキャンド形リラクタンスモータを採用

し,この回転運動を水中にて直線運動に変換させているが,このリ

ラクタンスモータへ供給する低周波三相電源の周波数を制御して必

要な馬区動速度を得ている｡またスクラムを切り離し遅れ時間を短く

するため電磁石を用いてラッチを作動させ,切り離された制御棒は

自重と一次冷却水の下向きの水流力により加速され落下する｡この

電磁石は水中にセットすることができないので外筒の外側にコイル

を持ち,外筒を通して内部のアマチュアを保持し,さらに内部でのア

マチュアの移動を差動変圧器により検出し,外部のコイルもこれと

ともに上下に駆動されるように別にサーボ系を設けている｡また密

封のため内部の動きを外に取り出すことができないので,同時に追

従しつつある外部コイルの位置をシンクロ電模により測定して制御

棒の位置指示を行なわしめている｡また電源の低周波発生装置とし

てはしゅう動抵抗形を採用し,r自二流磯別封充子に正弦波分布の抵抗

を接続し,整流子の上下端に直二流電圧を印加しておき,しゅう動子

を回転させて三相交流を得ているが,この回転を二相サーボモータ

で行なうことによって0～2,000mm/minの広範阿の速度制御が可

能である｡本試作品ほ形状,素量が実物に等しい模擬制御棒に10m

/sの水流力を加えて実際の使用条件に等しい条件下で試験を行な

ったが,リラクタンスモータ,保持電磁石ほおのおの十分なトルク

および保持プJが行られ,またスクラム特性も切離時間,平均落‾F加

速度とも仕様を十分満足するものが得られた｡

その後約1,500回のスクラム寿命試験を行なったが,特に異常は

認められず,十分実用に供す

ることができることが立証さ

れた｡

1]本原子力研究所では最初

JMTRにほすでに外国で使

用経験のあるものを採用する

との基本方針からアメリカの

ETRで使用されている軸封

形制御棒駆動機構を計画され

ていたが,このキヤソド形制

御棒駆動機構の試作結果を披

露したところその優秀性が認

められ,設計変更されること

となった｡
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■ Na予備試験装置の製作

日本原子力研究所とRl‡研究所とのナトリウム精製に関する協同

研究は従来日立研究所内においてナトリウム精製装置を使用して行

なわれてきた｡本予備試験装置ほ精製装置において得られた実績を

基本とし,さらにそれiこ改良を加えて製作され,原研の液体金属研

究室に納入された｡

原研ではナトリウム冷却の高速炉開発の一環としてナトリウム機

器の開発を進めており,41･～42年度にほ1～2MWの熱輸送を行な

うナトリウムループの建設を計画中である｡木予備試験装置は1～

2MWループの予備試験ループである｡

装置は2台の電磁ポンプ,2台の電磁流量計,ナトリウムの体積

変化を吸収する膨張タンク,全ナトリウムを収容できるストレージ

タンク,ナトリウムを精製するコールドトラップ,ナトリウム純度

を測定するプラギンダイソジケ一夕およびそれらの機器を結ぶ配管

弁煩から成る｡ナトリウム装置の弁はナトリウムの漏えい皆無とす

るためベローズシール式とし,外部に予熱用のヒータを取り付けな

くてはならない｡本装置でほスペースヒータを弁予熱用に採用し,

割合に問題を生じやすい弁の数を極力少なくした｡コールドトラッ

プは精製装置の運転経験から冷却能力を･増加するため冷却フィン面

積を大きくした｡プラギソグインジケータほ工作上構造を改良し

た｡タンクの液面計には実績あるコイ′レ式と触針式液面計を採用し
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た｡運転温度は300～400℃で,配管の熱膨張は配管自体のたわみ

性で吸収される｡配管ほ外径25.4¢の部分と89･1¢の部分があF),

89.1¢のナトリウム用配管はわが国における最初の最大管径である｡･

ナトリウムはコンクリートと接触するとコンクリートを破損するの

で各機器,配管の‾‾F部にほ鋼板製の受け皿を設け,万一の場合に掃

えてある｡ただしこれまでの経験からすれば大量のナトリウムが一

時に飛散するような場合はほとんどない｡図1は本装置の保温取付

け前の外観を示す｡

図1 Na予備試験装 置

■ 原子力第1船用試験ループの製作

(1)概 要

海洋観測用として建造されるわが国最初の原子力第1船(PWR

形原子炉を搭載)は国産で未経験技術が数多く採り入れられてい

るので,船の安全を確保するうえから主要設計値はぜひとも実験

研究によりその要当性を確認しておかなければならない｡本試験

/レープほそのような主旨とさらに進んでほ設計改善をも目標に実

施される実験研究の一つであって,炉心および一次冷却系統の模

型(縮尺1/2)を製作して,各吉日の流動拭抗,炉心内流量分和,流

量喪失事故時の水力学的特性,白然循環能力などの実験が行なわ

れる｡本試験ループは原子力第1船基本設計の分担にしたがい炉

心に関する模型は三菱原子力二亡業,ループおよび計測制御設備な

ど前記模型以外ほすべて口立製作所にて設計製作し,東京都三厩

市の船舶技術研究所古こ据え付けられた｡

(2)ループの梢造

本試験ループの主要部分は炉心を模擬した炉心模型に一次冷却

系統2系列を接続して炉心模型を｢ト山こ二つのループを構成した

ものである｡一次冷却系統は循環ポンプおよび冷却詩語よりなり,

その一つのループには冷却器と並行に蒸気発生器を水力学的に模

擬した模型が設けられていて,各部の流動抵抗が測定される｡ま

た炉心模型内には原子炉内の熱発生を模擬する電気加熱器が設置

され,冷却器ほこれより高い位置に置かれており,ループの自然

循環能力が実験される｡これらのほかに燃料集合体模型に関する

実験用の系統,自然術環時流量を模擬して各所の流動抵抗を測定

する系統,各系統へ純水を供給する系統などが設備されている○

実験に必要な払度,流量は計測盤に指示記録され,さらに現場に

は圧力,温度の指示計ならびに圧力取出タップが必要個所に設け

られている｡

図】は本試験′レープの外観を示したものである｡

図1 原子力第1船試験ループ
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■ プラズマ実験装置

名古屋大学納BS6装置に採用した新技術

核融合反応,プラズマ物理の研究を目的としたプラズマ実験装置

は過去すでに3台製作してきたが,今回第4号装置として名古屋大

学プラズマ研究所にBSG装置を製作納入した｡

BSG装置ほプラズマ研究所の発案になる｢断熱圧縮と非可逆等温

膨張過程の組み合わせによるプラズマ加熱+の構想を実現するため

の装置で,原理的にも新しい試みがなされている｡

磁界装置についてみれば同軸円形空心コイル10ブロックにより

等温膨張部の磁界を形成している｡コイルは性能上,経済上の問題

を検討し,あえて間接水冷方式を採用し高精度の磁束分布を待て

いる0電源にはM-G方式を採用し,低リップル直流発電機,フィ

ルタ,および定電流制御の併用により安定な電流を供給しており,

電流のディジタル式設定,極性反転,遠隔操作切換えなどの制御機

能を有している｡またヨッフユノミーが設けられており,これによる

磁界の重畳が可能である｡

放電管(真空容器)では複雑な形状の大形真空容器の耐外圧構造,

高精度加工,内面仕上応力除去,さらにステンレス鋼の非磁性加

工,熱処理,および大形ガラス管の使用など困難な問題を解決して

いる○また真空封止部ほ約70個所あるがメタルパッキング,水冷0-

リングなどの耐熱構造が施されており,外部に取り付けられたヒー

タにより200℃のベーキングが可能である｡

真空排気装置は直列2段油拡散ポンプと冷凍シェブロンバッフル

の併用により比較的手軽に2×10▼7Torrの高真空に到達している

が,これは排気装置の性能と,放電管自体の真空性能がともにすぐ

れていることにより達成できた結果である｡

プラズマ装置は将来のエネルギー問題につながるもので,国産の

アイデアと技術によって完成されたBSG装置の今後の研究成果が

期待される｡

国1 B S G 装 置

■ β線スベタトロメータの改良

と自動化

さきにセクタ形2重収れん′3線スペクトロメークを開発し,中央

研究所に建設するとともに,東北大学に納入したが,このたび,京

都大学原子炉実験所に3号器を納入した｡3号器では性能の向上の

ほか,取扱いの簡便化,信瞭性の向上完全自動測定化をはかり,

測定実験がさらに能率的にできるよう細部にわたって大幅に改良さ

れた｡そのおもなものを次に列挙する｡

(1)測定範囲の上限を4MeVから5MeVにした｡

(2)真空操作部を変更し運転を簡便化した｡

(3)励磁電源と計測回路をはとんどトランジスタ化した｡

(4)電流の自動操引回路をトランジスタ論理回路とした｡

(5)基準電圧を水銀電池からチェナーダイオードを使用した安

定化電源に変更し,保守を便利にした｡

(6)プログラムを設定するだけで長時間完全自動(無人)測定を

可能にした｡

表1 β線スべクトロメータ性能

項 目 r 性 能 お よ び 説 明

形 式 原形二重収れん形

標 準 軌 道 半 径 約340mm

磁 極 間 げ き

エネルギー分析範囲

標準軌道半径上で240mm

5MeV～50keV

最 良 分 解 能 0.1%(保証0.2%以下)

最 大 透 過 度 1.1%(保証1%以上)

真 空 度 1×10‾4mmHg

励 磁 電 源 トランジスタ式3.96kW66V60A定電流制御系安
定度5×10‾り5b自動掃引装置,自動消磁装置付き

計 脚 装

GMおよぴシソチレーシオンカウンタで検出しタイ

マ,プリンタ,励磁電源を組み合わせて完全自動測
定記録ができる｡またゴニオメータと組み合わせて
β-rコインシソデスの測定ができる｡

P.A

H.Ⅴ

P.A
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図1
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■ リニアックの小形化と非破壊検査

への応用

リニアックの工業利用の一つとして非破壊検査(NDI)への応用を

計画しているが,このほどリニアックの小形化と厚物品の鮮明なⅩ

線透過写真の撮影に成功した｡

小形化の要点はマグネトロンの採用,加速管の新設計による短縮,

電子銃の小形化,および排気装置の簡素化である｡

また電源部はすでに開発したダブル/くルス式3極電子銃の特性を

発揮し,マグネトロンと電子銃に同一パルストランスから電圧を供

給している｡

本リニアックを用いたⅩ線透過写真撮影ほテストピース,および

製品を対象として行なってきた｡その結果ASMEに規定される原

表1 小形リニアック性能表

項 目 l 仕 様

定格電子エネルギー

平 均 電 子 電 流

Ⅹ 緑 綬 量 率

鉄 半 価 層 厚 み

5MeV

lOO/JA

500r/mim atlm

26mm

可 動 部 重 量

可 動 部 全 長

1ton

2 m

子力圧力容器検査基準を十分しのぐ性能が得られており,とくに厚

物品の分野においてその威力を発揮している｡

現在本リニアックを駆動機構にマウントし,検査現場で製品を対

象に製品化試験を行なっている｡

装置の仕様と検出感度は図表のとおりである｡

(
訳
二

世

墳

三

寒

(4分)

/-1SME規格

＼
日立リニアック

100 200 300 400

鋼 厚 み(mm:･

図1 検 出 感 度 曲 線

■ 仙HO発電用カリウムシード

装置の開発

本装置は,日本原子力研究所核融合直接発電研究室における

MHD発電実験プラントの栴成要素の一つとして開発し納入された

もので,気流噴霧器の原理を応用し,アルゴン気流によって溶融カ

リウムを霧状にして高温アルゴンガス中に吹き込む装置である｡

本装置の特長として

(1)寄化性能については,ごく少量の搬送アルゴン流量で平均

粒径20/∠程度のカリウムの噴霧が得られる｡

(2)安定した運転ができ,特にカリウムの微少流量を正確に測

定することができる｡

(3)取扱容易で危険防止について十分な考慮が払われている

こと｡

などである｡

MHD発電のシード物質としてアルカリ金属を使用した例は,種

々発表されているが,性能のすぐれた単体アルカリ.金属シードの例

は少ない｡特にカリウムほ今回使用されるのが最初である｡シード

500

囲1 カリウムシード装置

装置の性能は直接MHD発電プラントの性能を大きく左右するもの

で,本装置の執品イヒは,MHD発電の研究の進歩の一翼をになうも

のである｡
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